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　１週間ずれ込んでの発行となってしまい、お詫び申し上げます。さて、週が明け
れば新年度。「世界経済の変貌と北東アジア」と題して、ERINAの河合代表理事が
新年度の幕開けを告げる講演会を行います。どうぞご参加ください。（編集長）
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ウラジオストクにロシア初のGHGモニタリング施設設置  ◇

　専門家らが温室効果ガス（GHG）モニタリング設備を極東連邦大学（ウラジオス
トク）の研究室に設置していることを、大学広報室が伝えた。
　この複合測定装置、土壌分析装置、ガスアナライザー数種は、生態圏の状態に関
する最大限の量のデータを伝達することができる。今日現在、極東連邦大学は、こ
のような設備ができたロシアで唯一の大学となっている。研究者たちは年内にも、
沿海地方の生態圏と大気圏の物質交換時のGHGの流れに関する最初のデータが得ら
れると期待している。
　専門家らは、研究室のみならず、Far Eastern Climate Smart Labがロシア極東
に設置を予定している遠隔地のGHGモニタリングステーションでも新しい計器や設
備を使う方針だ。Far Eastern Climate Smart Labは2016年、極東連邦大学の競争
力向上プログラムの一環で、イタリアの研究者リッカルド・ワレンチン氏の主導で
設立された。同研究室の目的は、地球規模の気候変動の分析と地域環境モニタリン
グをベースにアジア太平洋地域の最新の環境政策を策定することだ。
（インターファクス３月10日）

  ◇  ワニノ港が行政と分担して環境保全に取り組む  ◇

　（株）ワニノ港経営陣は、石炭粉塵に対する地元住民の苦情を受けた後、ハバロ
フスク地方とワニノ地区の関連部局の同意を得た「ワニノ港の安全的、社会責任的
機能と発展に係る事業プラン」に署名した。この文書に従い、同社によって３月中
に「自然保護事業の具体的な期間及び資金調達額を示した」環境プログラムが作成、
承認される。さらに、港は2017年６月までに破砕・選別装置の設備更新を行い、灌
漑システムを設置することを義務付けられた。港の試算では、この場合の水の消費
量は６万立方メートルになる。この需要を満たすのが管理会社ヤンタリで、新しい
井の工事については、必要な書類手続きは全て、ハバロフスク地方住宅公益事業省
とワニノ地区行政府が３月中に行う。
　ハバロフスク地方産業・交通省は、６月１日までに新しい石炭の選別・積替え技
術へ移行する旨の勧告をまとめることになった。粉塵の減少を目的とし、地区行政
府は冬季の道路撒布用の石炭がらの使用を止めなくてはならない。さらにワニノ集
落では毎月、大気の分析を行い、水域の状態を監視しなければならなくなる。この
義務はハバロフスク地方天然資源省と民間防衛・非常事態局、連邦水文気象センター、
連邦漁業局、連邦消費者保護・福利監督局、連邦自然利用分野監督局に課された。
（ハバロフスク版コメルサント・デイリー３月10日）

  ◇  沿海地方の「石油化学」TORが正式認可  ◇

　沿海地方で「石油化学」先行経済発展区（TOR）が正式に承認された。メドベー
ジェフ首相が関連文書に署名した。
　このTORは、ロスネフチの「東方石油化学コンプレックス」の建設用地となる。
極東開発省の試算では、「石油化学」TORの形成は民間投資5400億ルーブル余りを
呼び込む。投資プロジェクトを実施した結果、少なくとも3500人分の雇用が創出さ
れるだろう。2025年までの各種予算の税収は1117億ルーブル余りになるだろう。
　このプロジェクトは２段階で実施されることになっている。第１段階は年間の原
油処理力1200万トンの製油所の建設を予定し、第２段階は年間の原料処理力340万
トンの石油化学工場を想定している。
　この沿海地方パルチザンスク地区の「石油化学」TORは２月17日、政府の極東・
バイカル地域投資プロジェクト実施小委員会で検討、承認された。
（沿海地方政府HP３月11日）

  ◇  ガスプロムがLNGプロジェクトの延期を決定  ◇

　ガスプロムはサハリンとバルト地域のLNGの新規プロジェクトの始動を再度、延
期した。本紙の有するガスプロムのユーロ債の覚書によると、同社はバルト地域の
LNG工場の稼働期日を少なくとも１年（2022〜2023年まで）先送りし、サハリンの
LNG工場の第３ラインの稼働を２年（2023〜2024年まで）延期した。ガスプロムの
当初の発表と比較すると、両プロジェクトの始動は既に、少なくとも５年延期され
ている。同時に、「バルチックLNG」のケースで同社が行う今後の延期は、プロジェ
クトデザイン終了後に明らかとなるだろう。
　このように、LNGプロジェクトはガスプロムにとっては依然として、経営陣が重
視するガスパイプラインでのガス供給という主要業務の追加のオプションに過ぎな
い。社内の投資プロジェクト間の競争で、パイプラインは完全にLNGに勝っている。
ガスプロムは現在、「ノルドストリーム２」、「トルコストリーム」、「シベリア
の力」というガスパイプラインに取り組んでおり、ロシア極東から中国へのパイプ
ラインによるガス輸出の可能性さえ探っている（直近の案はサハリンのLNG工場の
拡張と真っ向から競合する）。「ヤマルLNG」の完成後、2020年までにNOVATEK（ノ
バテック）がLNG生産量でガスプロムを抜くことは既に明らかで、2025年までを目
処に北極圏にさらにもう１つ工場を稼働させようとしているライバルに追い付くこ
とは、ガスプロムにはできないかもしれない。
　プロジェクトの実施を延期することで、原料が足りないサハリンのLNG工場拡張
の主要問題が解決される。2024年までに南キリンスコエ鉱区（今のところ、生産開
始は2021年の予定）で50億〜60億立方メートルレベルまでの増産が期待できる。そ
れはLNG工場第３ラインにとって十分な量だ。
　さらに、プロジェクト延期によって、ガスプロムは向こう４年間、投資計画をそ
れほど膨らませずに済み、３本のガスパイプラインとアムールガス加工工場（「シ
ベリアの力」の一環を成し、対中国ガス供給契約履行に不可欠）の建設に圧迫され
ている債務も拡大しなくて済む。（コメルサント・デイリー３月12日）

  ◇  ウラジオ自由港にダイヤモンド専用税関署が設置  ◇

　2017年３月15日、中央間接税税関極東専門税関署が開設される。この税関署は、
輸出入される宝石・貴金属の管理をロシア連邦国家貴金属･宝石備蓄機関（ゴフラ
ン）の監督官と共に行う。そうすることで、法の想定する取引の監督を強化し、通
関業務も改善し、最短期間での税関検査の実施が可能となる。
　中央間接税税関極東専門税関署は2016年12月26日付第2416号ロシア連邦税関庁令
に従って設置される。同税関署はウラジオストク自由港「ユーラシア・ダイヤモン
ド・センター」の一時保管倉庫域内に立地する。（極東税関局３月14日）

  ◇  ティファニーがロシア極東進出か  ◇

　ジュエリー業界大手のティファニーがロシア極東に支店を置くかもしれない。ユー
リー・トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表がこのような提案をしたこ
とを、タス通信が報じている。
　サハ共和国（ヤクーチア）で採掘されるダイヤモンド原石の剰余価値の大部分は、
ロシアに残るべきだ。「そのために我々は、ロシアでダイヤモンドを掘るだけでな
く、それを研磨し、ジュエリーに加工して売ることが有益であるようにしなければ
ならない」とトルトネフ副首相は説明した。暫定合意にしたがい、ティファニーは
独自の提案をまとめてALROSAとロシア連邦政府に提出する。
　ヤクーチアの研磨・ジュエリー業界は危機に瀕している。ヤクーチアにおけるカッ
トダイヤモンドの生産量は2016年、35％縮小した。ジュエリー工房の稼働率も46％
以下となっている。（DV.land３月15日）

  ◇  インドの宝石商を極東に呼び込む  ◇

　インドの宝石会社がロシアで研磨工房を開設するよう提案された。ユーリー・ト
ルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表が、インドのダイヤモンド取引所
Bharat Diamond Bourseとインド宝石・宝飾品輸出振興局（GJEPC）の幹部との会談
でこのようなオファーを行ったことをタス通信が報じた。
　「インドでは数千人が原料の研磨と選別に従事しているが、我々はロシアでも雇
用を創出したい」と副首相は述べた。GJEPCの局長は、ロシアの宝飾品の品質の高
さを指摘。しかし、宝飾品の輸出関税が高いため、国産の製品は世界市場で競争力
を無くしている。GJEPC長官は、インドで研磨されるロシア産ダイヤモンド原石の
関税を引き下げるか、またはゼロにすることさえ提案してきた。トルトネフ副首相
はこのオファーを受け、その可能性を探るよう指示を出した。
　トルトネフ副首相は３月20日にALROSAのセルゲイ・イワノフ新社長と会談し、イ
ンドの取引所に事務所を開設することを検討する。トルトネフ副首相は前日、ジュ
エリー業界最大手のティファニーにロシア極東での支店開設を提案している。
（DV.land３月16日）

  ◇  印KGKがウラジオに工房を開設する  ◇

　インドのKGKが2017年に沿海地方に支店を開設する方針だ。ジュエリー工房は向
こう２年中にできることになっていると極東開発省では説明した。
　研磨用のダイヤモンド原石はALROSAから購入され、宝飾品はアジア太平洋諸国で
販売される。税制上の優遇やその他の特別待遇を得るため、KGK側は自由港の入居
者となった。物流面は「ユーラシア・ダイヤモンド・センター」がサポートする。
事業への投資金額は４億9660万ルーブル。最大で500人分の雇用が創出される。
　本件はユーリー・トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表のムンバイ訪
問の際に合意された。トルトネフ副首相は、その他のインドの宝石商や大手企業ティ
ファニーにもロシア国内での研磨工房開設を呼び掛けた。世界市場におけるロシア
産宝飾品の競争力を高めるため、現在、それらの輸出税の引下げが検討されている。
（DV.land３月17日）

  ◇  ロシアとインドが投資家誘致で協力  ◇

　極東投資誘致エージェンシーがデリーで、インドの投資促進機関Invest Indiaと
の提携協定書に署名したことを、Lemta.ru通信が報じている。
　「友好と協力を強化するためには、経済連携の強化が必要だ。協力と同時に、我々
は新しいソリューションを見つけることができると確信している。これは、片方か
ら一方への企業や資金の呼び込みを強制するものではない」と、署名式でユーリー・
トルトネフ極東連邦管区大統領全権代表はコメントした。トルトネフ全権代表はそ
の例として、インドにおける住宅建設とロシアでの木材加工を進展させる必要性を
挙げた。
　Invest Indiaのラメシ・アビシェク事務局長は、ロシアが既にインド経済界と積
極的に協力していることに注目した。アビシェク事務局長によれば、ムンバイがロ
シア極東で活動するとすれば、製薬、IT等の分野での活動が興味深いという。
（Lenta.ru３月17日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  京瀋旅客専用列車の遼寧部分、年末にも試験運行  ◇

  ３月１日の朝陽市高速鉄道経済工作弁公室からの情報によれば、京瀋高速鉄道旅
客専用線は2019年に正式に全線開通となり、遼寧部分については2017年末に先行し
て試験運行される見込みだ。同時に、京瀋高速鉄道の喀左から赤峰の連絡線、朝陽
から秦瀋高速鉄道の凌海南駅連絡線も2020年末に続々と完成し、運行する。その際、
朝陽は遼寧省内で高速鉄道の密度と運行距離が最大の都市の一つ、瀋陽に続き第２
の高速鉄道の中枢ステーションを持つ都市となり、朝陽高速鉄道時代の到来を意味
している。
  京瀋高速鉄道は中国の「四縦四横（四縦：京滬（北京−上海）・京港（北京−香
港）・京哈（北京−ハルビン）・杭福深（杭州−福州−深セン）、四横：徐蘭（徐
州−蘭州）・滬昆（上海−昆明）・青太（青島−太源）・滬漢蓉（上海−武漢−成
都）高速鉄道）」旅客輸送専用線ネットワークの重要な構成部分で、哈大・京滬・
京広等の高速鉄道と接続し、京哈鉄道・秦瀋旅客専用線とも有効にリンクし、沿線
は20近い県級地域を通過する。完成後は朝陽から上海・北京・天津・承徳・大連等
に出る際の時間を短縮することになり、丹東・長春・ハルビン等の都市とも間接的
につながることになる。
  京瀋専用線の朝陽部分の総距離は209.74キロで、朝陽市の県（市）区・30の郷（鎮）
街と95の行政村を通過する。市内には凌源南駅、喀左駅、奈林夏駅、朝陽北駅と北
票東駅の全５駅がある。（遼寧日報３月３日）

  ◇  繁忙「輸入」最前線　綏芬河鉄道口岸の「換装（積み替え）」  ◇

  綏芬河鉄道口岸で「換装」という言葉がある。木材・石炭・化学肥料・鉄鋼砂な
どの輸入貨物をロシアの貨物列車から降ろしたあと、中国の貨物輸送列車や自動車
に「換装（積み替え）」することだ。先頃、輸入貨物の「換装」の苦労を取材した。
  ３月５日朝６時、ロシアの原木を積んだ19両の列車が鉄道口岸換装場に到着し、
現場の職員たちは任務を引き受け、直ちに積み替え作業を開始した。
  現場責任者の話によれば、原木を積み替えるには普通５、６人一組となる。その
うち１人はクレーン運転手、２人がロシアの列車上の作業指導員で、残りの２人は
中国側の列車の作業員だ。作業の開始後、２人の作業指導員は原木が満載されてい
るロシア側の列車によじ登り、車両間の安全プラットフォームの上に立ち、原木を
しっかりとしばりつけた後、監視員にトランシーバーでクレーン運転手が動作を開
始するよう指示する。クレーン運転手が指示どおりに機械を操作し、束になった原
木が一つ一つ中国の貨物列車内に移動していく。
  中国貨物列車内の職員は指揮とロープのけん引に責任を持つ。積み替え職員によ
れば、一般的な状況では、原木はまず車両の両側に置かれてから中間に置かれる。
もし木材の長さが合わなかったら、先に地面に下ろし、処理を加えた後で積み込ま
れる。こうした業務の完成はそれぞれの工程の緊密な協力と長時間にわたるすり合
わせが必要となる。
  現場責任者によれば、昨年末、荷主へのサービス向上と仕入れ先増加を図るため、
換装場における原木の積み替え方法について、ロシアの列車と中国の列車を「１対
１」で積み替える方式から、「１対２」の積み替えに変更した。つまり、ロシアの
１両の貨物が中国の２両に積み替えられる。これにより、企業は１両あたり1000元
余りのコスト削減が可能になった。
  積替職員にとって「１日」の業務時間はあいまいだ。昼夜を問わず貨物があれば
業務を遂行しなければならない。業務時間は「任務」の多寡によって決まる。毎年
10月から翌年の４月前後は積み替えのピークだ。原木１両（およそ60立方メートル）
の積み替えにはおよそ２〜３時間かかる。もし冬に鉄鉱砂をスコップでならす作業
に当たれば、職員たちは外で５〜６時間働かなければならない。
  調べによれば、綏芬河の積み下ろし作業所の機械化換装場における１月の総作業
量は5995両で、そのうち鉄鋼砂が3027両、原木が627車両、石炭が807車両で、その
他1000余両、１日平均200両の積み替えがあった。（黒龍江日報３月８日）

  ◇  策克口岸、西部大開発の「13期五カ年」計画に組み入れ  ◇

  ３月７日の策克口岸経済開発区管理委員会からの情報によれば、先頃、国家発展
改革委員会は対外的に『西部大開発“13五（13期五カ年）”規画』を発表した。
「５横２縦１環（５横：５つの横断高速鉄道、２縦：２つの重要都市間縦断線、１
環：国境地域）」の西部開発の全体的な空間配置が確定され、策克口岸は「１環」
の重要地域の一つとして、西部開発の全体空間計画に組み入れられた。同時に『規
画』では、国家の新型都市化の試験地点と中小都市の総合改革試験地点の業務を積
極的に展開し、特色ある小城鎮群を育成・発展させることを明確にしている。すで
に「特色ある100小城鎮」リストが公布され、エジナ旗策克鎮が「国境口岸型城鎮」
の一つに名を連ね、策克口岸は新しい発展のチャンスを迎えている。
  この２年間、策克口岸はアラシャン盟委員会・行署が提起した、アラシャンをシ
ルクロード経済帯と中モロ経済回廊に奉仕する重要なルートとして創造する、とい
う開放の位置づけに従っている。口岸経済開発区管理委員会は、口岸経済発展の環
境を最適化し、モンゴル国との協力往来を密接にし、通関の利便化を推進し、通関
コストを確実に下げるなどの主体的な行為や困難の克服などにより、口岸経済をま
すます繁栄させている。2016年の口岸の輸出入貨物は1257.67万トンで前年同期比
64.98％伸び、輸出入貿易額は22.6億元で前年同期比70.92％伸びた。国と地方税の
収入は5915万元を達成し、出入国人数は延べ32.12万人、出入国車両は延べ26.29万
台、成長速度は全国陸路口岸で第１位となっている。（内モンゴル日報３月10日）

  ◇  琿春を全力で北東アジア商業・貿易・物流基地に  ◇

  ここ数年、琿春市は国際物流産業園に依拠し、物流プラットフォームの建設とイ
ンテリジェント技術の適用を速め、現代商業・貿易・物流産業を積極的に発展させ、
国際大ルートを主線に、国境口岸と地区内の交通要衝を支点とした、国際・国内双
方向に流動性のある高効率な国際現代商業・貿易・物流ネットワークを全力で構築
している。
  現在、国内物流ルートの建設において、琿春市は市街区から国境口岸までの高級
道路建設、琿春通用空港の建設、４大口岸機能の拡張・改造を進めている。同時に
長琿高速道路・長琿都市間鉄道などの輸送ルートに依拠して、現代的で立体的な交
通輸送ネットワークの構築を全方位で進めている。さらに国際物流ルートの建設で
は、琿春市はザルビノ港から釜山・束草への陸海複合一貫輸送航路、羅津港から上
海・寧波への国内貿易貨物越境輸送航路を相次いで開通させている。この基礎の上
で、琿春は積極的にザルビノ港−上海航路を積極的に開拓する同時に、浙江・福建・
広東など沿海都市への新航路を段階的に増加させる。
  「東北アジア地域商業貿易物流センター都市」規画の位置づけに従って、琿春は
重点的に琿春国際物流園区の建設を進めており、園区内の浦項現代・天道物流・宇
別爾輸送・創力海運等の大型物流企業が琿春の現代物流産業を発展させるために強
い活力を注入している。
  統計によれば、現在、琿春市には現代物流業の市場主体が2259社あり、各種営業
車両3125台、総トン数9800余トンあり、貨物の回転速度が増している。
（吉林日報３月15日）

  ◇  黒龍江省政府が35の優遇政策　綏東開発開放試験区建設を支援  ◇

  省政府弁公庁は先頃『黒龍江省人民政府が黒龍江綏芬河−東寧重点開発開放試験
建設を支援する若干の政策を印刷公布することに関する通知』を公布した。試験区
に財政税収・土地・産業貿易・公共サービス・口岸通関および観光管理・投融資・
人材など７方面35項目の優遇政策を与え、中ロの全面的かつ戦略的な協力パートナー
シップを深化させ、北東アジア開放協力の重要なプラットフォームおよび国境地域
の重要な経済成長スポットとして建設するため努力する。
  財政税収政策の面で、省レベルの財政は各種一般移転支出や特定プロジェクト移
転支出等を分配する際、試験区のインフラ建設、国境の経済貿易発展、国境地域の
安定維持、麻薬取締等の特殊要素を充分に考慮して、試験区に重点的な支援を与え
る。国境地域の移転支出資金については、綏芬河市・東寧市などが重点的に試験区
のインフラ建設や社会事業の発展等に充填する。
  土地政策では、用地の指標を試験区に重点的に傾斜配分した。試験区内は国家と
省の重要なインフラ建設プロジェクトが耕地の「占補平衡（占用した耕地の分を補
償する）」指標に関係しており、省内で統一して計画することにより調整し、省内
の別の土地での有償代替を実現する。すでに国土資源部の用地予備審査を通じて、
プロジェクトの審査許可とプロジェクトの立ち上げおよび初歩的な計画が完成して
いる国家重点建設プロジェクトについては、工期が優先される工事なので、先に用
地を処理しても良いことにする。
  産業貿易政策の面では、互市の商品についてネガティブリスト制度を実行する。
また、すべての国境住民が国内の一般の納税者に販売した農産品は税金が控除され
る政策をとる。主に国外資源・エネルギー・市場等の要素に依拠し国家の産業政策
に合致する工業プロジェクトについては、試験区内の工業園区での建設を奨励する。
試験区の企業は法律・法規、産業政策に禁止事項として記載されていない生産経営
活動が許可される。
  公共サービス政策では、医療衛生機関の診療環境の改善や設備投資の面で政策的
な傾斜を与えることが重点となっている。試験区内の総合的な医療機関や漢方医療
機関の重点的専門科の建設については政策的に傾斜配分し、省レベルの財政予算で
設定されている特定プロジェクト資金でその専門科の発展を育成する。試験区の国
境貿易企業については、穀物・油等の商品の輸入許可証や輸入割当の面で傾斜と支
援が与えられる。
  口岸の通関と観光管理政策では、試験区の税関・検査検疫・国境検問所・交通輸
送等の部門における情報を共有し、試験的に「１回の申告・１回の検査・１回の許
可」の通関モデルを推進する。
  試験区で国境観光試験区を設立することを模索し、越境観光協力区の建設を検討
し、試験区に口岸のビザ政策を実施し、団体観光客の「無申告税関」の設置を許可
し、試験区で出入国する観光客に対して「ワンストップ式」通関の実施を支援する。
試験区にロシアの医療観光試験地点についての特殊な政策を行う。
  投融資政策では、試験区内のインフラ・特色産業・戦略的新興産業・社会事業・
人々の生活の改善など重大なプロジェクトを省レベルの関係規画に組み入れ、優先
的に審査許可し、条件が合致したプロジェクトが優先的に資金的支援を得られるよ
うにする。試験区内の中央と省が投資・配分する公益プロジェクトについては、具
体的な状況をみて適宜、地方に付属する資金を減免する。
  人材政策の面では、試験区における中国−ロシア国際労務市場の建設を支援し、
省レベルのハイレベル人材育成基地の建設を支援する。国内外の知名度の高い専門
家や企業家による試験区の専門家諮問顧問委員会を設置し、試験区の中等職業学校
への支援力を拡大する。高等教育機関同士の協力など多様な方式を組織し、学校に
おける専門科建設、実習訓練基地建設、教師チームの育成を支援し、特色のある学
校の発展を推進する。そのほか、企業グループの登記条件を緩和する。
（黒龍江日報３月15日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  インドとモンゴルがウラン貿易の交渉を正式に開始  ◇

　インドとモンゴルがウラン貿易に関する正式な交渉を開始するつもりであること
を、インドのThe Telegraph紙が報じている。
　モンゴルは、特に重要な2009年６月15日付の対インドウラン輸出に関する非軍事
協定書にインドと署名している。しかし、The Telegraph紙によると、両政府間の
交渉は非公式のままだった。鉱物資源輸出のための明確な法的基盤がモンゴルにな
いことも、その一因だった。来たる交渉は、インドが自国の原子力発電用に必要と
するウランをモンゴルがどう輸出するかを検討するための政府間の正式協議となろ
う。
　インドのモディ首相の2016年５月のモンゴル訪問の際、インド側はがん治療に使
われるテレコバルト（コバルト遠隔治療装置）をモンゴル側に贈呈した。しかし、
この装置の放射線源は交換の時期に来ている。「我々は交換を模索している」と駐
印モンゴル国大使はThe Telegraph紙に語った。インド政府は、モンゴルを原子力
産業のみならず、経済協力全体での潜在的パートナーとみなしており、2016年のモ
ディ首相の訪モはそれを証明している。
　インドは2032年までに６万3000メガワットの原子力発電という目標を掲げた。現
在、インドの原子力発電は１万メガワットに満たず、ウランの常時輸入を必要とし
ている。
　モンゴルのレッドブックに記録された地質データから、モンゴルのウラン鉱量は
常時139万トンの輸出に耐えうることが予想される。
（Asia Russia Daily３月14日）

  ◇  モンゴルはオユトルゴイ鉱山の権益を手放さない  ◇

　モンゴルはオユトルゴイ鉱山の自らの権益34％を売却したり縮小したりするつも
りはない。トロントで開催されたPDACの会議に出席したダシドルジ鉱業・重工業大
臣はロイター通信に対してこのように述べた。
　オユトルゴイの権益はモンゴル政府（34％）とリオ・ティント傘下のターコイズ・
ヒル・リソーシズ（66％）が共同で所有している。「我が省はモンゴルにふさわし
い案をすべて検討しなければならない。我々はあらゆる可能性を探っている。現在、
このような計画はないが、検討する可能性はある」とダシドルジ大臣は述べた。
　2016年10月、リオ・ティントのジャンセバスチャン・ジャックCEOがモンゴル・
ブルームバーグTVのインタビューで、「モンゴルは少なくとも10年間はオユトルゴ
イ鉱山から配当を得られないだろう」と話している。「オユトルゴイ鉱山が長期プ
ロジェクトだということを忘れてはならない。インフラ整備に５年、生産拡大に７〜
９年が必要だ」とCEOは語った。（Asia Russia Daily３月15日）

  ◇  モンゴルに新しい精銅工場ができる  ◇

　鉱業・重工業省の発議で15日、ウムヌゴビ県ハンボグド郡に新しい精銅工場を建
設することが閣議決定された。政府は、工場建設の出資者を選定し、共同投資契約
を結ぶよう、ダシドルジ鉱業・重工業大臣に指示した。
　精銅工場の株式の少なくとも10％をモンゴル政府が無出資で所有することが、政
府の広報資料に記されている。
　さらに、「オルホンゴビ」、「ヘルレン・ゴビ」、「オンギゴビ」各プロジェク
トの枠内で、オユンホロル環境・観光大臣はオユトルゴイ選鉱工場、タバントルゴ
イ選炭工場、タバントルゴイ熱併給発電所、ハンボグド精銅工場への給水問題を処
理することになる。
　新しい精銅工場の銅精鉱の年間生産量は100万トンで、2020年の稼働を予定して
いる。ハンボグド郡はウムヌゴビ県南部に位置し、郡中心部から40キロ離れてオユ
トルゴイ鉱山がある。ハンボグドにあるダンザンラブジャー僧侶によって建てられ
たデムチギン・ヒド修道院は1937年に崩壊したが、その後オユトルゴイ鉱山の経営
会社の資金で再建された。ハンボグドのハンブンバト空港は2013年２月に開港した。
（Asia Russia Daily３月16日）

  ◇  内閣が石油精製関連の国営企業設立を決定  ◇

　モンゴル政府は定例閣議で、国内で製油所建設に従事する完全国有企業の設立を
決定した。モンゴルは石油製品（100万〜120万トン）をすべて輸入しており、その
ために毎年10億ドルが使われている。
　モンゴルとインド輸出入銀行の融資基本合意の枠内で、製油所建設プロジェクト
の実施が決まった。これを受けて内閣は、首相命令に従って作業部会を設置するこ
とになった。この作業部会は製油所プロジェクトのF/S、それに関連する計算およ
び調査に基づいて、これからできる国有企業の組織構造と定款を策定する。
（MONTSAME３月21日）

  ◇  ブリヤートでモンゴルの水力発電所に関する一般意見聴取が始まった  ◇

　ロシアのブリヤート共和国でモンゴルの水力発電所、具体的には「シュレン水力
発電所」、「オルホン川流量調整及び貯水施設建設」に関する一般意見聴取が始まっ
た。意見聴取会ではシュレン水力発電所とオルホン水力発電所に関する環境調査実
施委託事項の暫定案が提示される。
　今後、これらの文書が各水力発電所のF/Sの基本となる。ブリヤートでの意見聴
取の結果が、多くのことを左右する。バイカル湖に注ぐ年平均流水量の50％以上を、
これらプロジェクトの対象となる支流をもつセレンガ川が供給しているためだ。一
般意見聴取会はブリヤート共和国内10地区で３月20日から31日まで行われる。
（Asia Russia Daily３月21日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  大館市、訪日客誘致強化　仙北、小坂、函館とタッグ（秋田）  ◇

  大館市は2017年度、仙北市や小坂町、北海道函館市と連携してインバウンドの誘
客強化に取り組む。各市町でのイベント開催や合同プロモーションを予定しており、
大館市観光課は「多くの観光客が訪れるきっかけになるようPRを図っていきたい」
としている。
  大館と函館の２市に「館」の文字が共通するほか、仙北市には角館地域があるこ
とから３市を「3D」の名称で一つの枠組みに設定。大館市が県境を越えた連携を含
む協力の在り方を協議する調整役を担い、周辺市町村に連携事業への参加を呼び掛
けた。17年度中は５つの事業を計画している。（秋田魁新報３月５日）

  ◇  訪日客「20％以上」目標9.1％　本県、積極受入れ（山形）  ◇

  日本政策投資銀行東北支店と東北観光推進機構は７日、東北６県と新潟県の旅館・
ホテルを対象にしたインバウンド（海外からの旅行）誘致の取り組みに関する初の
調査結果を公表した。外国人客の受け入れ比率は全体の８割以上が「５％未満」と
低いものの、本県では「20％以上」を目指す施設が9.1％と7県で最も高かった。イ
ンバウンドのトップシーズンは５県が10月だが、本県と新潟県のみ雪の２月に集中
するという特色も現れた。
  今後注力するターゲットでは、全体の43.5％（206施設）が「個人客」とし、26.4
％（125施設）が「特に決めていない・形態にはこだわらない」、「団体客」が26.2
％（124施設）と回答した。本県は「個人客」が49.4％（38施設）と最も多かった。
（山形新聞３月８日）

  ◇  来県した外国人らのビッグデータ　
                             県が分析、観光誘客の活用（新潟）  ◇

  県議会２月定例会は７日、連合委員会を開いた。知事は観光誘客のため、携帯電
話の位置情報から得られた移動などに関する「ビッグデータ」の分析を進めている
ことを明らかにした。３月中にも市町村に結果を提供する見通しだ。
  県交流企画課によると、NTTドコモの国内契約者7000万台分と、日本を訪れ、同
社の回線を利用する外国人400万台分のデータのうち、県内へ移動してきた人の性
別、年代、滞在時間、訪問地などを分析する。外国人は国籍と訪問地が分かる。季
節別に2015年８月、11月と16年２月、５月の４カ月を対象とした。
（新潟日報３月８日）

  ◇  台湾LCC初チャーター　エアソウルは臨時便（富山）  ◇

  県議会２月定例会は９日、本会議を再開した。石井隆一知事は、立山黒部アルペ
ンルートが全線開通する４月、台湾の格安航空会社（LCC）タイガーエア台湾が富
山空港へ初めてチャーター便を飛ばすことを明らかにした。韓国のエアソウルは、
定期便以外に臨時便を５往復させる。
  タイガーエア台湾は、台北と仙台、岡山などとの間で定期便も運航しているLCC
で、チャイナエアライン（中華航空）の子会社。４月に、富山と南部・高雄を結ぶ
チャーター便を１往復させることが決まった。ソウル−富山を定期便でつなぐエア
ソウルは、冬季運休を経て、今月27日から週３便（月、水、土曜）で再開する。
「雪の大谷」期間の輸送力向上のため、定期便に加えて４月14〜28日の火、金曜の
計５日間にそれぞれ臨時便を１往復させる。（北日本新聞３月10日）

  ◇  県内企業のアジア展開事業　タイ、香港など取引増（山形）  ◇

  山形銀行のやまぎん情報開発研究所がまとめた「県内企業とアジアビジネス」に
ついてのアンケート結果で、県内企業の17.1％がアジアの国・地域でビジネスを行っ
ているが、その割合は非製造業を中心に低下傾向にあることが分かった。一方、タ
イや香港、ベトナムなどとの取引は増えており、同研究所は「中国や台湾に基軸を
置きながらも、東南アジア諸国連合（ASEAN）などとのビジネス実績が上昇し、今
後も高まっていく兆しが見られる」としている。
  業種別でみると、製造業は11年調査比で木材・家具、輸送機械などが増え4.0ポ
イント上昇したが、非製造業は建設業・不動産業、旅館・ホテル・飲食業などの取
り組みが減り、5.3ポイント低下した。国・地域（複数回答）では、中国が67.1％
と群を抜き、次いで台湾40.5％、タイ35.4％、香港25.3％、韓国22.8％、ベトナム
20.3％、シンガポール16.5％。（山形銀行３月12日）

  ◇  「ムヒ」台湾に輸出　かゆみ止め薬「No.1」へ（富山）  ◇

  医薬品製造販売の池田模範堂（富山県上市町）は13日、主力のかゆみ止め薬「液
体ムヒS2a」の台湾への輸出を始めた。同社は1962年から香港、マカオ、シンガポー
ル、マレーシアへ輸出し、各国・地域で虫刺され・かゆみ止めの代表的なブランド
に成長している。今回で海外輸出先は5拠点目となる。
  現地の代理店を通じて全土の薬局・薬店で販売し、「かゆみ止め薬ナンバーワン」
を目指す。台湾への輸出を機に「海外事業グループ」を13日付で新設した。これま
で東京支社に担当者を配置していたが、本社対応に切り替えた。
（北日本新聞３月14日）

  ◇  桃豚、香港へ輸出　鹿角市のミートランド（秋田）  ◇

  JA全農のグループ会社で食肉処理業のミートランド（鹿角市）は14日、ポークラ
ンドグループ（小坂町）が生産する銘柄豚「桃豚」を香港に向けて輸出すると発表
した。県産豚肉の輸出は初めて。富裕層をターゲットに品質の高さや安全性をPRし、
新たな市場開拓を目指す。
  桃豚は香港への販路を持つJA全農ミートフーズ（東京）を通じて輸出。第１弾と
して17日に鹿角市から桃豚のロース、バラ、肩ロース計100キロを出荷する。香港
にある全農ミートの直営焼き肉店での提供を皮切りに、日系の小売店などにも販路
拡大を狙う。年間の輸出目標は2.4トンを掲げる。（秋田魁新報３月15日）

  ◇  本県内定の国連世界観光会議　来年２月開催決まる（山形）  ◇

  本県開催が内定している国連世界観光機関（本部スペイン）の国連世界観光会議
について、県は14日、来年２月１〜３日に開かれることが正式に決まったと発表し
た。東北初開催で、主催には県が加わる。「観光と雪を通したアクティビティ（仮
称）」をタイトルに、「雪と山」などをテーマにした会議や視察旅行を通し、国内
外の参加者に本県の魅力を発信する。
  14日、吉村美栄子知事と、来県中のタレブ・リファイ国連世界観光機関事務局長
が県庁で面談し、正式決定した。十数カ国の政府関係者や観光事業者ら約200人の
参加が見込まれ、本県のインバウンド拡大が期待される。会場や視察旅行先は今後、
調整するという。（山形新聞３月15日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　新井洋史
　　　『観光施設開設 次々と』（新潟日報 3月20日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.307(20170331)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇　ERINA代表理事講演会「世界経済の変貌と北東アジア」を開催します。

　　○日時　2017年4月18日（火）　14：00〜16：00
　　○会場　新潟日報メディアシップ2階 日報ホール（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/128624/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.307(20170331)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.307(20170331)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.307(20170331)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.307(20170331)
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　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
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